
第 部 川薩地区法定合併協議会
（川内市、 脇町、入来町、東郷町、祁答

院町、里村、上甑村、下甑村、鹿島村 ）

第 回協議会（ ）

下甑村加入、串木野市離脱で川薩地区法定合併協議会設立

川内市、 脇町、入来町、東郷町、祁答院町、里村、上甑村、下甑村及び鹿島村の 市 町

村による川薩地区法定合併協議会が平成 年 月 日設立され、第 回協議会が川内市内で開

かれた。休止となった川西薩地区法定合併協議会に代わり、串木野市が外れ、下甑村を加えた

新たな法定合併協議会として発足した。

協議会に先立って行われた 市町村の首長、議会議長による設置会議で、会長に森卓朗・川

内市長、副会長に黒瀬一郎・ 脇町長、今別府哲矢・川内市議会議長を選任。協議会では 氏

のあいさつに続き、委員代表として町弘道・下甑村長に森卓朗会長から委嘱状が手渡された。

月 日発足した新法定合併協議会は、合併期日の目標（平成 年 月 日）など川西薩地

区法定合併協議会のこれまでの調整方針、協議結果を原則引き継ぎ、第 回協議会では、川西

薩地区法定合併協議会で承認済みの会議運営規程や 年度事業計画・予算、事務事業一元化調

整方針、新市まちづくり計画策定方針、合併の方式、合併の期日、新市の事務所の位置など

議案が一部修正のうえ一括上程され、原案通り承認された。

このほか、川西薩地区法定合併協議会で公募済みの新市名称については、新しい枠組みで再

度募集することになり、新市名称等検討小委員会が同日設置され、公募方法や選定基準が協議会

に提案された。

川内市内で開かれた第 回川薩地区法定合併協議会



協議概要
森卓朗会長のあいさつと委嘱状交付に続いて議事に入り、 件の報告事項と 件の議案

審議、 件の提案事項が協議された。報告事項は、 川薩地区法定合併協議会の設置の経

緯について 川薩地区法定合併協議会規約について 川薩地区法定合併協議会役員につ

いて 川薩地区法定合併協議会監査委員について が報告され、川薩地区法定合併協議

会規約は、平成 年 月 日から 月 日までに、 市町村議会で川薩地区法定合併協議

会設置議案が可決されたことにより規約が施行されたことが報告された。

協議会監査委員には、川西薩地区と同じく入来町の代表監査委員の里平盛人氏、東郷町

の代表監査委員の中村昌弘氏の 名が川薩地区法定合併協議会の監査委員に選任されたこ

とが報告された。

議案審議では、 川薩地区法定合併協議会会議運営規程（案） 川薩地区法定合併協議

法定合併協議会 
合併に関する協議 
新市まちづくり計画の作成 
各種の調査研究 
首長（ 名） 、助役（ 名） 
議長（ 名） 、議員（ 名） 
学識経験者（ 名） 、顧問 

法定合併協議会 
合併に関する協議 
新市まちづくり計画の作成 
各種の調査研究 
首長（ 名） 、助役（ 名） 
議長（ 名） 、議員（ 名） 
学識経験者（ 名） 、顧問 

川薩地区法定合併協議会組織図 

鹿児島県 
市町村合併支援本部 

（及び地域支援本部 県川内総務事務所） 
協議会へ顧問・幹事会へオブザーバー参加 
助言、職員の事務局への派遣 

鹿児島県 
市町村合併支援本部 

（及び地域支援本部 県川内総務事務所） 
協議会へ顧問・幹事会へオブザーバー参加 
助言、職員の事務局への派遣 

まちづくり 
フォーラム 
（住民代表） 

まちづくり 
フォーラム 
（住民代表） 

監査委員 （ 名） 監査委員 （ 名） 

市町村長調整会 市町村長調整会 

小委員会 ・協議会協議事項（一部）の調整、審議 小委員会 ・協議会協議事項（一部）の調整、審議 

幹 事 会  
協議会への提案事項に関する事項 
専門部会の進行管理等に関する事項 
合併に関する基本的事項の調整 
助役（ 名） 、専門部会長（ 名） 
合併担当部・課長（ 名） 
オブザーバー 

幹 事 会  
協議会への提案事項に関する事項 
専門部会の進行管理等に関する事項 
合併に関する基本的事項の調整 
助役（ 名） 、専門部会長（ 名） 
合併担当部・課長（ 名） 
オブザーバー 

事 務 局  
協議会、幹事会組織の運営事務 
まちづくりプロジェクト会議等調整会議の事務 
合併準備の調査・進行管理 
その他、合併協議の総括、進行調整 
事務局長、次長、総務広報班 
調整班、計画班 

事 務 局  
協議会、幹事会組織の運営事務 
まちづくりプロジェクト会議等調整会議の事務 
合併準備の調査・進行管理 
その他、合併協議の総括、進行調整 
事務局長、次長、総務広報班 
調整班、計画班 

横断的主要事項に関する調整会議 （会議事務局は、 協議会事務局と主管専門部会事務局の共同運営） 
まちづくりプロジェクト会議 
（企画 財政担当部課長等） 
新市まちづくり計画 
新市の政策 実施事業 財政計画 
政策検討部会・財政検討部会 
（担当係長等） 
【所管 協議会事務局】 
説明担当 協議会事務局 

まちづくりプロジェクト会議 
（企画 財政担当部課長等） 
新市まちづくり計画 
新市の政策 実施事業 財政計画 
政策検討部会・財政検討部会 
（担当係長等） 
【所管 協議会事務局】 
説明担当 協議会事務局 

事務組織調整会議 
（総務 事務管理担当部課長） 
本庁・支所等の事務組織 
地方制度 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 総務部会】 
説明担当 総務部会 

事務組織調整会議 
（総務 事務管理担当部課長） 
本庁・支所等の事務組織 
地方制度 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 総務部会】 
説明担当 総務部会 

地区コミュニティ調整会議 
（自治振興担当部課長） 
地区コミュニティ協議会制度 
地区振興計画 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 企財部会】 
説明担当 企画財政部会 

地区コミュニティ調整会議 
（自治振興担当部課長） 
地区コミュニティ協議会制度 
地区振興計画 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 企財部会】 
説明担当 企画財政部会 

地域情報化調整会議 
（電算情報担当部課長） 
地域情報化計画 
システム統合 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 電算部会】 
説明担当 電算情報部会 

地域情報化調整会議 
（電算情報担当部課長） 
地域情報化計画 
システム統合 

作業部会 （担当係長等） 
【所管 協議会事務局 電算部会】 
説明担当 電算情報部会 

専門部会（ 部会） 
総 務 部 会  企 画 財 政 部 会  産 業 経 済 部 会  

住 民 健 康 福 祉 部 会  建 設 部 会  上 下 水 道 部 会  

教 育 部 会  電 算 情 報 部 会  議 会 ・ 監 査 部 会  

総 務 部 会  企 画 財 政 部 会  産 業 経 済 部 会  

住 民 健 康 福 祉 部 会  建 設 部 会  上 下 水 道 部 会  

教 育 部 会  電 算 情 報 部 会  議 会 ・ 監 査 部 会  

所掌事務 合併協議項目及び事務調整項目に関する調整、 合併する場合の準備項目等の調査研究、 関連部 
会との調整 （合同会議の開催） 、 合併協議横断的主要事項に関する調整会議の共同運営 （総務部会・ 
企画財政部会） 

各部会に事務局を置く（関係市町村で分担） 
構成員 関係市町村及び一部事務組合の全ての部課長等 

分 科 会  （各専門部会ごとに複数・計 分科会） 
所掌事務 （専門部会における実務作業組織 ） 提案事項・調整事項の取りまとめ 、 合併する場合の準備項目 

等の調査研究、 調整会議項目の調整（必要に応じ横断的な作業部会を設ける） 

各部会に事務局を置く（関係市町村で分担） 
構成員 関係市町村及び一部事務組合の補佐・係長ほか主管担当者 

分 科 会  （各専門部会ごとに複数・計 分科会） 
所掌事務 （専門部会における実務作業組織 ） 提案事項・調整事項の取りまとめ 、 合併する場合の準備項目 

等の調査研究、 調整会議項目の調整（必要に応じ横断的な作業部会を設ける） 

各部会に事務局を置く（関係市町村で分担） 
構成員 関係市町村及び一部事務組合の補佐・係長ほか主管担当者 

（調整） 

（調整） （指示） 

（提案） 
（指示） 

（調整） 

（提案） （調整指示） 

（提案） （提言） 

（指示） 

（提案） 

（指示） 

（提案） 

（指示） 

地域情報化計画策定懇話会 地域情報化計画策定懇話会 

会会議等の公開に

関する指針（案）

川薩地区法定合

併協議会平成 年

度事業計画（案）

川薩地区法定合

併協議会平成 年

度歳入歳出予算

（案） 事務事業一

元 化 調 整 方 針

（案） 新市まちづ

くり計画の策定方

針（案） 合併協定

項目（案） 合併の

方式 合併の期

日 新市の事務

所の位置 新市

名称等検討小委員

会設置規程（案）

を審議した。

事務事業一元

化の調整作業は、

串木野市のデータ

を抜き下甑村の

データを入れた修

正作業に平成 年

月末を目途に取

り組むことが説明

された。



新市まちづくり計画の策定事

業は、先送りになっていた計画

原案についてのまちづくり広聴

会を平成 年 月から 月にか

けて 市町村ごとに開催する予

定であること、公共的団体の合

併統合について、努力規定が設

けられている各種団体への説明

会を平成 年 月以降、状況を

見ながら開催する予定であるこ

と、合併協定項目の内容につい

ての住民説明会を平成 年 月

から 月にかけて、各市町村ごと

に実施する予定であること、合

併協定の調印については平成

年 月、合併関連の議決について

は平成 年 月の予定であるこ

とが説明された。

田島春良委員からは、 合併

の目標期日である平成 年 月

日について、串木野市等の関

係で当初の計画より カ月近く

も事務調整が遅れている現状で

あり、調整が困難な事務事業が

出てきた場合等やむを得ない状

況の発生等があった場合には、

この目標期日にあくまでもこだ

わらなくてもよいのでは との

意見が出された。

新市名称等検討小委員会設置

規程については、川西薩地区法

定合併協議会に引き続き学識経

験者委員が小委員会委員となる

こと、小委員会の役割として企

画財政部会が所管する合併協定

項目の町名、字名について小委

員会の意見を徴することが新た

に追加された。

中島増夫委員からは、 小委

員会の役割となっている町名・

川薩地区法定合併協議会名簿

市町村名 区分 職 名 氏 名 摘要

川 内 市 行政
市 長 森 卓 朗 会 長
助 役 岩 切 秀 雄

議会
議 長 今別府 哲 矢 副会長
市町村合併対策特別委員会委員長 岩 下 早 人

学 識
経験者

田 中 憲 夫
今 村 妙 子

脇 町 行政
町 長 黒 瀬 一 郎 副会長
助 役 宮 脇 秀 隆

議会
議 長 帯 田 博 美
副 議 長 田 島 春 良

学 識
経験者

中 島 増 夫
宮 元 泰 子

入 来 町 行政
町 長 福 元 忠 一
助 役 石 塚 政 揮

議会
議 長 山 本 佐 敏
副 議 長 上 野 一 誠

学 識
経験者

田 島 忠 志
吹 田 紘 男

東 郷 町 行政
町 長 森 薗 正 堂
助 役 和 田 国 昭

議会
議 長
副 議 長 北 迫 茂

学 識
経験者

山 元 温 治
田 原 ハルエ

祁答院町 行政
町 長 今 村 松 男
助 役 村 原 政 和

議会
議 長 安 田 文 仁
合併問題対策特別委員会委員長 肥 後 耕 作

学 識
経験者

川 畑 二
平 林 徳 子

里 村 行政
村 長 塩 田 至
助 役 鷺 山 和 平

議会
議 長 平 嶺 道 夫
副 議 長 外 園 加 一

学 識
経験者

純 浦 勝 志
山 下 廣 江

上 甑 村 行政
村 長 蔵 元 欽一郎
助 役 長 秀 徳

議会
議 長 中 能 重 行
副 議 長 大 良 影 夫

学 識
経験者

西 仙 可
石 原 弘 子

下 甑 村 行政
村 長 町 弘 道
助役（総務課長） 西 手 正 孝

議会
議 長 中 川 三 継
副 議 長 宮 和 勇

学 識
経験者

日笠山 直 宏
宮 野 イネ子

鹿 島 村 行政
村 長 尾 嗣
助 役 中 野 捷

議会
議 長 塩 釜 三 郎
副 議 長 橋 野 利 邦

学 識
経験者

小 村 庄 昌
塩 釜 悦 子

市町村名 区分 職 名 氏 名 摘要

《協議会会長及び委員》 （ 現在）



区 分 職 名 氏 名

鹿児島県
総 務 部 地 方 課 長 肥 後 和 紀
総務部地方課市町村合併推進室長 西中須 浩 一
川 内 総 務 事 務 所 長 馬 場 英 俊

区 分 職 名 氏 名

顧 問

幹事会幹事

区 分 職 名 氏 名

助 役 川内市助役 岩 切 秀 雄
脇町助役
入来町助役

宮 脇 秀 隆
石 塚 政 揮

東郷町助役 和 田 国 昭
祁答院町助役 村 原 政 和
里村助役 鷲 山 和 平
上甑村助役 長 秀 徳
下甑村助役（総務課長） 西 手 正 孝
鹿島村助役 中 野 捷

専
門
部
会
長

総務部会長 脇町総務課長 福 留 久 根
企画財政部会長 川内市企画経済部長 平 敏 孝
産業経済部会長 東郷町経済課長 上 戸 健 次
住民健康福祉部会長 川内市保健福祉部長 岩 下 晃 治
建設部会長 川内市建設部長 新 武 博
上下水道部会長 祁答院町水道課長 木 原 研 一
教育部会長 入来町教委総務課長 本 田 憲 證

電算情報部会長
川内市企画経済部
情報推進課長

村 尾 光 政

議会 監査部会長 脇町議会事務局長 岩 下 満 志

合併担当部課長 川内市企画経済部長 平 敏 孝
川内市市町村合併対策
課参事

今 吉 俊 郎

脇町総務課長補佐 内 金 雄
入来町総務課長 水 流 信 雄
東郷町総務課長 知 敷 憲一郎
祁答院町総務課長 鬼 塚 秀 範
里村総務課長 平 嶺 休 丸
上甑村企画課長 柳 忠 喜
下甑村総務課長補佐 橋 口 正 治
鹿島村総務課長 梶 原 五 郎

区 分 職 名 氏 名

幹事会オブザーバー

鹿児島県
総務部地方課市町村合
併推進室長補佐

中野 志郎

川内総務事務所次長 上薗 辰郎

事務局職名 氏 名 市町村名 所属市町村等の職名
事務局長 田 中 良 二 川 内 市 企画経済部市町村合併対策課長

事務局次長 川 野 眞 司
川 内 市
（鹿児島県）

企画経済部市町村合併対策課市町村合併対策係長
（鹿児島県から派遣）

総
務
広
報
班

班長 森 園 一 春 入 来 町 総務課付
班員 村 岡 斎 哲 里 村 総務課合併対策係長
班員 橋 口 堅 川 内 市 企画経済部市町村合併対策課主査

調
整
班

班長 奥 平 幸 己 東 郷 町 総務課合併対策室合併対策係長
班員 上須田 敏 秋 鹿 島 村 総務課参事兼市町村合併担当
班員 大 毛 昭 徳 下 甑 村 総務課市町村合併担当
班員 井手上 和 洋 祁 答 院 町 総務課合併推進係長
班員 平 利 朗 脇 町 総務課市町村合併対策室市町村合併対策係長
班員 久 米 道 明 祁 答 院 町 総務課合併推進係
班員 堀 切 良 一 入 来 町 総務課付
班員 田 代 健 一 川 内 市 企画経済部市町村合併対策課主査
班員 古 川 太 司 脇 町 総務課付

計
画
班

班長 古 川 英 利 川 内 市 企画経済部市町村合併対策課主査
班員 江 口 洋 上 甑 村 企画課企画係兼市町村合併担当主査
班員 山 内 拓 也 下 甑 村 教育委員会
班員 堀之内 孝 充 東 郷 町 総務課合併対策係

事務局職名 氏 名 市町村名 所属市町村等の職名

事務局

市町村名 役職等 氏 名
入来町 代表監査委員 里 平 盛 人
東郷町 代表監査委員 中 村 昌 弘

市町村名 役職等 氏 名

監査委員



年 月 日 事 項 内 容

平成 年 月 月 市町村合併に関する情報交換会
開催（第 回 回）

市 町 村会議（助役、主管部・課長）

平成 年 月 日 市 町 村首長会議 課長級職員で構成する 合併問題勉強会 、課長補佐級以下、
係長 担当職員による 調査班 を設置
川内市、串木野市、 脇町、入来町、東郷町、市来町、里村、上

甑村、下甑村、鹿島村
月 月 勉強会（第 回 第 回）会議

調整班（第 回 第 回）会議
年度調査結果報告

行政比較データについて
地域の将来像について
先進事例からみた合併協議の進め方について

月 日 （仮称）川西薩地区任意合併協議会
設立準備会発足

川内市、串木野市、 脇町、入来町、東郷町、里村、上甑村、下甑
村、鹿島村（ 市 町 村）で構成

月 日 準備担当課長合同会議 任意合併協議会での作業内容等
（人事 企画財政 電算 合併担当課長）

月 日 準備合併担当部課長会 設立総会・第 回任意合併協議会に向けて
月 日 祁答院町長から協議会準備会への

参加申入れ
任意合併協議会設立準備会長へ文書での申し入れ

月 日 準備助役会 設立総会・第 回任意合併協議会に向けて
月 日 首長 議長懇談会 祁答院町の任意合併協議会準備会への参加について他
月 日 川西薩地区任意合併協議会 第

回任意合併協議会
任意合併協議会の設立
規約 役員
年度事業計画 予算

月 日 第 回任意合併協議会幹事会 第 回任意合併協議会について
月 日 第 回任意合併協議会 任意合併協議会における申し合わせ事項について

合併の方式について
合併の期日について
新市の名称の決定方法について
新市の事務所の位置について

月 日 第 回任意合併協議会幹事会 第 回任意合併協議会について
月 日 第 回任意合併協議会 法定合併協議会規約

法定合併協議会平成 年度事業計画 予算
事務事業一元化調整方針
新市まちづくり計画の策定方針

月 日 合併講演会 講師 兵庫県篠山市まちづくり推進課長森本繁氏
月 日 第 回任意合併協議会幹事会 第 回任意合併協議会・法定合併協議会設置会議・第 回

法定合併協議会について
月 日 第 回任意合併協議会

法定合併協議会設置会議
第 回法定合併協議会

任意合併協議会解散
下甑村を除く 市 町 村で川西薩地区法定合併協議会設立
委員委嘱状の交付
監査委員の選任
平成 年度事業計画 予算

年 月 日 事 項 内 容

平成 年 月 月

平成 年 月 日

月 月

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

これまでの流れ

代表 中俣 知大（社会基盤）、副代表 各座長

社会基盤 生活環境 保健福祉 産業経済 教育文化

川 内 市 中俣 知大 今村久美子 伊集院睦子 影山 俊二 春田 和満
脇 町 小辻 浩史 猶野 福子 眞野 良子 堂前 一郎 中島 増夫

入 来 町 田島 直美 池頭 虎光 安藤千代記 柏木 俶 松下 純一
東 郷 町 桑波田景美 木原清八郎 古城 和行 小林 三郎 久留須清子
祁答院町 冨森 貢 松ケ野多鶴子 大園 英和 別府 生次 柏原神一郎
里 村 村岡 豊治 角 淳子 中村 一行 塩田 将史 角 昭久
上 甑 村 小村 亮一 宮下 文明 柳 範一 藏元 保海 和田 元子
下 甑 村 中村 成宏 山内千和子 橋口 俊洲 手柴 廣次 東 みつえ
鹿 島 村 小村 俊子 小村 俊子 橋野 勝彦 橋野 利明 平川 龍一

社会基盤 生活環境 保健福祉 産業経済 教育文化

注 印は座長、 印は副座長、 はオブザーバー

まちづくりフォーラム名簿



字名等の取扱いについて、小委員会がこの項目について検討することは極めて責任が重い

ので、小委員会は意見の聴取だけであるということを確認したい との発言があった。こ

れに対して事務局から、町名、字名の取扱いについて、幹事会あるいは法定合併協議会へ

の報告・提案については、企画財政部会長が小委員会の意見を聞いて行うことが説明され

た。

途中、協議会を一旦休憩として新市名称等検討小委員会が開催され、委員長に川内市の

田中憲夫委員、副委員長に東郷町の山元温治委員が選任されたことが報告された。

休憩後、協議会を再開し、提案事項として、 新市名称の公募方法等（案）について 新

年 月 日 事 項 内 容

平成 年 月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会 事務事業一元化調整方針
新市まちづくり計画の策定方針
新市名称候補選定小委員会設置規程

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会 新市名称の公募方法等
新市名称候補選定基準等
川西薩地区法定合併協議会会議等の公開に関する指針

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 合併の期日
新市の事務所の位置

月 日 第 回法定合併協議会 合併協定項目
合併の方式
合併の期日
新市の事務所の位置
川西薩地区法定合併協議会平成 年度事業
計画 予算

月 日 第 回市町村長調整会 串木野市長、川西薩地区からの離脱意向表明

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 川西薩地区法定合併協議会幹事会規程の一部改正

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 まちづくりフォーラム提言報告会 フォーラム委員によるパネルディスカッション

月 日 第 回法定合併協議会 川西薩地区法定合併協議会平成 年度事業
川西薩地区法定合併協議会平成 年度歳入歳出予算決算 監
査報告

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会 条例、規則等の取扱い
電算システム事業

月 日 第 回市町村長調整会 下甑村長・議会議長、川西薩地区法定合併協議会へ文書で
の申し入れ
串木野市長は、串木野市の離脱の提案も同時でないなら、下
甑村の加入についてのみは議会へ提案できない 旨表明

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会 新市まちづくり計画原案提案

月 日 （仮称）川薩地区法定合併協議会設
置準備会

川内市、 脇町、入来町、東郷町、祁答院町、里村、上甑村、下甑
村、鹿島村（ 市 町 村）で構成

月 日 第 回法定合併協議会幹事会 第 回法定合併協議会について

（仮称）川薩地区法定合併協議会設
置準備幹事会・助役会

第 回川薩地区法定合併協議会について

月 日 第 回法定合併協議会

川薩地区法定合併協議会設置会議
第 回川薩地区法定合併協議会

市 町 村で川薩地区法定合併協議会設立
委員委嘱状の交付
監査委員の選任
平成 年度事業計画・予算

年 月 日 事 項 内 容

平成 年 月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日



市名称候補選定基準等（案）について 条例、規則等の取扱いについて 電算システム事

業について が提案された。

新市名称等検討小委員会を設置 公募方法等を審議
合併後の新市の名称を審議するための新市名称等検討小委員会が平成 年 月 日、法

定合併協議会の学識経験者 人で設置された。川西薩地区法定合併協議会の新市名称候補

選定小委員会と同じく、委員長には田中憲夫氏（川内市）、副委員長には山元温治氏（東

郷町）が選ばれ、田中憲夫委員長は 果たすべき責任は重いが、最善を尽くしたい と語

った。

小委員会では、平成 年 月 日から 月 日までの募集期間や賞品、検討スケジュー

ルなどについて示した新市名称の公募方法等と、既存の市町村名の取扱いなどの新市名称

候補選定基準等の協議事項 件について審議された。なお、公募方法等は、同日の首長・

議長等会議を経て協議会へ提案された。

川西薩地区法定合併協議会で 月から 月にかけて実施した新市名称の公募には、応募

総数 件、有効 件、無効 件、応募名称種類 件の応募があり、これらは応募

者に連絡し、同意があれば川薩地区法定合併協議会への応募作品とすることも提案の中に

含まれている。

新市名称検討スケジュール案では、応募作品の中から小委員会の中で 点程度に絞り込

み、 月の第 回協議会に提案することとなった。

第 回協議会（ ）

調整方針案 件を提案
第 回協議会は、平成 年 月 日、祁答院町内で開かれ、 条例、規則等の取扱い 電算

システム事業 の調整方針案 件を承認。 新市名称の公募方法等（案） 新市名称候補選定基

準等（案） 件を継続審査とした。また、 使用料、手数料の取扱い 公共的団体の取扱い

上・下水道事業の取扱い の調整方針案 件が提案され、関係市町村に持ち帰って協議した

後、 月 日開催の第 回協議会で審議することとした。

協議概要
会議冒頭で森卓朗会長から、平成 年 月 日に開催された串木野市議会特別委員会で

川西薩地区法定合併協議会からの離脱についての同意が得られたとして同日付で離脱に関

わる手続きを求める文書が提出され、その取扱いについて市町村長調整会において検討し

た結果、川西薩地区法定合併協議会は活動休止の状態にあり、各議会の様々な意見や周辺

市町村の様々な動きがあるため、当分の間、本件については取扱いを保留することが報告

された。

次に、平成 年 月 日付で東郷町議会議長に就任し新委員となった北迫茂委員と、同

じく東郷町議会議長が指名する議員として新委員に就任した古里貞義委員に森卓朗会長か

ら委嘱状が交付された。



議事に入り 新市名称の公募方法等（案）について 新市名称候補選定基準等（案）につ

いて 条例、規則等の取扱いについて 電算システム事業について の 議案が審議さ

れた。

特に新市名称公募に係る 議案については、新市名称の 意味、命名の理由 につい

て、前回提案では未記入は無効の取扱いとしていたが、応募を広く求めるため未記入でも

有効の取扱いに変更したこと、さらに旧市町村名をそのまま使ったものは無効としていた

が、旧市町村名に組み合わせた名称については有効とするなど 月 日の第 回協議会で

の提案内容との変更点について説明された。

提案内容の変更について、川内市から見直しが提案された。その内容として、これまで

の公募基準は新市の一体性を醸成する意味では理解するが、愛着のある自治体名が消える

ことを危惧する市民の声があることが説明された。また、公募は多くの種類の募集であっ

て公募と選定は別に考えていただきたいとのこと、そして旧市町村名のそのままの使用は

できないが、旧市町村名に組み合わせたものの応募を有効として住民に応募の機会を与え

てほしいという要望があったことなどが報告された。

また、 市町村が各議会と協議した 月 日までの集約として、これまでの基準のまま

が 団体、組み合わせの応募は良しとする団体が 団体であることが報告された。

田島春良委員からは、 提案内容が変わったのであれば、本日審議するのではなく、再

度持ち帰り次回協議会にて審議するべきだ との意見があり、この日は委員の意見を聞

き、各市町村が持ち帰り、次回の協議会にて審議することになった。なお、 条例、規則

等の取扱いについて 電算システム事業について の 議案については提案のとおり了

承された。

次に提案事項として 使用料、手数料の取扱いについて 公共的団体の取扱いについ

て 上・下水道事業の取扱いについて の 件の提案説明があった。この 件について

は 月 日開催の第 回協議会で審議を予定していることが説明された。

報告事項として、事務局体制、まちづくり広聴会、協議会規程など 件の報告があっ

た。特にまちづくり広聴会については平成 年 月 日から 月 日まで全小学校区・地

区で開催し、開催回数は 回を予定していることが報告された。

まちづくり広聴会日程

祁答院町 月 日（日） 月 日（木）

東郷町 月 日（月） 月 日（金）

下甑村 月 日（土） 月 日（月）

上甑村 月 日（土） 月 日（日）

川内市 月 日（月） 月 日（土）

里村 月 日（土）

鹿島村 月 日（日）

脇町 月 日（水） 月 日（月）

入来町 月 日（水） 月 日（月）

祁答院町 月 日（日） 月 日（木）

東郷町 月 日（月） 月 日（金）

下甑村 月 日（土） 月 日（月）

上甑村 月 日（土） 月 日（日）

川内市 月 日（月） 月 日（土）

里村 月 日（土）

鹿島村 月 日（日）

脇町 月 日（水） 月 日（月）

入来町 月 日（水） 月 日（月）

一部事務組合の協議状況の報告に対し、

今村松男委員から平成 年 月 日開催さ

れた祁答院地区消防組合議会についての報

告があった。これについて祁答院地区消防

組合は解散し、薩摩東部地区の消防は宮之

城町、鶴田町、薩摩町で作る新町に引き継

ぐものとすること、また、祁答院町の消防

については川薩地区法定合併協議会で協議

し新市に引き継ぐものとする旨の提案があ

り、祁答院町長としては了承したことなど

が報告された。

このことを踏まえ、消防分遣隊の設置、

分遣所の開設について、新市まちづくり計



画の中で取り上げるよう今村委員から協議会

に要望された。これを受けて川内地区消防組

合管理者でもある森会長より、平成 年 月

日に開かれた川内地区消防組合の臨時議会

において祁答院町の要望に対し住民の生命財

産を守る立場から、早い時期に前向きに検討

したいと答弁したことが報告された。

第 回協議会（ ）

新市まちづくり計画原案を提案
第 回協議会は、平成 年 月 日、 脇町内で開かれた。

協議では、 新市名称の公募方法等（案） 新市名称候補選定基準等（案） の 件を承認。 新

市まちづくり計画案 のほか、 地方税の取扱い 補助金・交付金等の取扱い 障害者福祉

事業 高齢者福祉事業 についての調整方針案 件が提案された。

協議概要
会議冒頭で森卓朗会長から、平成 年 月 日、 市 町 村で法定合併協議会を立ち

上げて以来、串木野市の関係分を除き下甑村の関係分が挿入された新市まちづくり計画策

定、事務事業一元化作業については、約 カ月の遅れを取り戻し、 月 日から の会場

で、新市まちづくり計画の原案について、広聴会を開催することとなったこと、公共的団

体の取扱い等で法律に定められている社会福祉協議会については、 つの団体が集まり第

南
日
本
新
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年

月

日
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朝
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回の川薩地区社会福祉協議会合併協議会がスタートしたことなどが報告された。

串木野市の離脱申し入れの問題については、市町村長調整会において申し入れは受けた

が離脱を決定したということではないこと、川西薩地区法定合併協議会は休止の状態であ

り解散でも離脱を承認したことでもないこと、最後はあくまでも構成市町村の議会の議決

を経て、決定していかなければならないことなどを改めて確認した。

議事に入り、平成 年 月 日の第 回協議会で提案され継続審議となった 新市名称

の公募方法等（案）について と 新市名称候補選定基準等（案）について が審議された。

本件については、平成 年 月 日の第 回幹事会及び第 回市町村長調整会で、最終

的な議案の確認を行い、提案内容の変更点として、応募方法の その意味・命名の理由

の未記入は無効の取扱いであったが、小学校低学年生などこの理由を書かない場合も想定

されるので、特に書かなくても有効の取扱いとしたこと、公募期間を平成 年 月 日か

ら 月 日まで変更したことが説明された。

なお、旧市町村名の使用については、表記が漢字、ひらがな、カタカナにかかわらず、

市町村名をそのまま使ったものは無効（ 市町村名と表記の異なるものでも読みが同じ

なら無効）とし、ただし 市町村名に（他の文字を）組み合わせた名称については有効と

した提案内容については、前回提案と同じであることが説明された。

上野一誠委員からは、 現在の市町村名を大字として残す場合、川内市については 数

箇の町名の前に全て 川内 の名前をつけることは問題がある。また、他の町村名が大字

として残り、川内市のみが 川内 という名前が消えることは川内市民から見れば好まし

くないので、公募方法として、ぜひ旧市町村名を含む場合は有効とすることを認めてもら

いたいという意見もあり今回このような提案になったと思う。今後、決定することとなる

新市の名称に、もし 川内 が残らなかった場合にはどうするのか。公募と選定は別だと

いう考え方に立っての提案と理解していいのか 、 今後の議事の進め方について、できる

だけ全会一致が望ましいが、異なった意見があった場合、今後、どのように取扱うのか。

あくまで全会一致とするのか との意見があった。新市名称の川内市の考え方について

は、岩切秀雄委員（幹事長）が 公募と選定は別と考えている と答弁し、また表決につ

いては、同じく岩切委員が 全会一致については、会議運営規程第 条で、 会議の議事

は全会一致をもって進めることを原則とする。ただし、意見が分かれた場合は、出席委員

の 分の 以上の賛成をもって決する とされており、今後の一元化問題については、全

会一致を求めるというのは難しいことも予想されるとので、場合によっては、出席委員の

分の 以上をもって決することもやむを得ないということで、幹事会と市町村長調整会

において意見集約していただいた と答弁した。この 議案については提案のとおり承認

された。

引き続き提案事項として 新市まちづくり計画案について 地方税の取扱いについて

補助金、交付金等の取扱いについて 障害者福祉事業について 高齢者福祉事業につ

いて が提案された。

新市まちづくり計画原案について はこの日提案し、最終的な決定は平成 年 月

日の第 回協議会を予定していること、また、この原案については、計画書原案の概要版

により平成 年 月 日から開催される広聴会での説明内容として 協議会の位置づけ

協議の経過と予定 合併協議項目 計画策定の経過 計画原案の概要について な



どとすることが説明された。

地方税の取扱いについて では、個人市民税の均等割、法人市民税の法人税割の税率

を川内市の例により調整するとし、また、市町村の合併の特例に関する法律第 条の規定

による不均一課税（合併年度に続く 年度に限り現行の市町村の税率を適用できる）が提

案され、合併年度に続く 年度間は現行の市町村の税率とする調整案が説明された。

森薗正堂委員からは 市民税均等割の不均一課税について、この合併が対等であり、同

じ市民になるのであれば、やはり均等割は同一の課税をすべきではないのか。同じ税金と

することで、一体性も生まれてくるのでは との意見があった。

この 件の提案については、平成 年 月 日開催の第 回協議会で審議を予定してい

ることが説明された。

報告事項では、 合併協定項目市町村協議スケジュールについて 地域情報化計画策定

について 新市名称等検討小委員会の報告について 社会福祉協議会の協議状況につい

て 事務の進捗状況について 一部事務組合について の報告があった。

合併協定項目市町村協議スケジュールについて では、各合併協定項目の幹事会協

議、各市町村内での検討、協議会提案、協議会審議の進め方についての説明があった。

第 回協議会（ ）

財産の取扱いなど調整方針案 件を提案
第 回協議会は、平成 年 月 日、川内市内で開かれ、財産の取扱い 事務組織及び機構

の取扱い 国民健康保険事業の取扱い 介護保険事業の取扱い 児童福祉事業 の調整方針

案 件が提案された。関係市町村に持ち帰って協議した後、 月 日開催の第 回協議会で審

議された。

協議概要
会議は、森卓朗会長のあいさつの後、 財産の取扱いについて 事務組織及び機構の取

扱いについて 国民健康保険事業の取扱いについて 介護保険事業の取扱いについて

児童福祉事業について の 件について提案があった。

財産の取扱いについて は調整方針案として、 市 町 村の所有する財産は、すべ

て新市に引き継ぐものとして提案された。

事務組織及び機構の取扱いについて は、本庁については、 新市の事務所の位置

により現川内市役所とし、現川内市役所を除く現在の各町村役場をそれぞれの行政区域を

所管する支所とする。また、合併前に設置されている関係町の支所、出張所については、

出張所とし、現行のまま存続するとの提案があった。

岩下早人委員からは 地区コミュニティ協議会制度などコミュニティの強化を図るなか

でどういう組織、機構になるのか。例えば、今の地元の役員だけの組織を作るのか。市職

員が配置されて、地域と共にやっていくのか。また、具体的組織・機構が提示されれば説

明会や各議会でも議論ができたのでは との意見が出された。事務局は 地区コミュニ

ティ協議会のあり方については、従来の地区活動組織に民間からの役員をお願いするなど



し、組織の拡充、充実を図っていきたいこと。そして、現川内市では本庁舎のコミュニ

ティ担当課がその地区コミュニティ協議会と直結して活動支援し、他の 町村については

総合支所の中に地域振興担当課を設置し、 町村内の地区コミュニティ協議会と関わって

いくこと。その地区コミュニティ協議会内に職員が入るか否かの議論はしていないが、深

い関わり方は今後、必要だと考えていること。組織図の提示については今後の協議の進捗

により、時期を見て提示を検討したい と回答した。

国民健康保険事業の取扱いについて では、特に、国民健康保険税について、合併年

度は 市 町 村の例によりその取扱いを承継し、合併翌年度から新市の取扱いによるも

のとし、賦課方式、税率については、新市において国民健康保険事業の円滑な運営が図れ

るよう医療費の動向を見ながら合併までに調整するとの説明があった。

町弘道委員から 合併に際しては、サービスは高く、負担は軽くが基本である。もちろ

ん負担の公平性は大事だと考えるが、原案によると甑島においては、負担が加重になるよ

うであるが、急激な負担増とならないよう、調整をお願いしたい との要望があり、 賦

課方式、税率については分科会、専門部会等でさらに検討していきたい と事務局が回答

した。

介護保険事業の取扱いについて では、介護保険料について、新市に移行後も当分の

間現行のとおりとし、第 次事業計画がはじまる 年度から統一調整する旨の提案があっ

た。

児童福祉事業について では、乳幼児医療費助成金は合併時に新たな制度等を制定す

るとし、特に保育料については著しい差異があり、これを合併時に統一するのは無理があ

るためそれぞれ現行どおりとし、随時調整するが調整基準を設け、激変緩和を行いたいと

の説明があった。

上野一誠委員からは、 調整方針について、 合併時に調整するもの 合併後速やかに

調整するもの など区分があるが、できるだけ合併前に調整ができるものが多いほど、住

民は新市を描くことができる。来年 月の住民説明会でも、住民に具体的方向性を分かっ

てもらうためには、できるだけ合併前に決めるものは決めてほしい と要望があった。事

務局からは 本地区については 市町村という大所帯であり、その差も非常に多く協議が

難渋している。合併時までに調整するという調整方針については、先送りするということ

ではなく、来年 月から 月に開催予定の住民説明会に向けて、本年 月まで、具体的な

ところまで踏み込んで検討したい と説明があった。

この 件の提案事項については、各市町村の意見を取りまとめる幹事会協議を経た後、

平成 年 月 日開催の第 回協議会で審議されることとなった。

次に、 新市名称等検討小委員会の報告について 事務の進捗状況について 専門

部会の進捗状況について 一部事務組合について の 件について報告があった。特に

一部事務組合について、平成 年 月 日、県の脇田副知事、境総務部長と協議し、確認

事項として一部事務組合の枠組みについては地域の協議課題であるが、再編に伴う起債償

還・財産処分等に係る法的な課題の整理について、全県統一的な調整を県にお願いしたこ

とが説明された。
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